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私たちの力でクリーンな環境を
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東京モデルの歴史的背景

1970年頃
埋立処分される粗大ごみ

1982年
建設予定地発表から16年を経て、（初代）杉並清掃工場しゅん工

1960年代～70年代に清掃工場を増設し

たが、それを超える量のごみが増加し続
けた。

いわゆる「ごみ戦争」である。「ごみ戦争」
とは行政・都民とごみとの戦争であった。

1929年
深川塵芥処理工場しゅん工

1910年代
露天焼却

固定バッチ式ごみ焼却を開始したが、ご
みの分別不徹底と過剰焼却から、ばい
煙による大気汚染が発生した。

日本で最初の廃棄物を管理する法律「汚
物掃除法」では、衛生上の理由からごみ
の焼却が推奨されたが、反対運動などで
焼却炉の建設が進まず、露天焼却され
たごみから、ハエ・カの発生など、衛生問
題が多発した。

出典: 「東京都清掃事業百年史」（東京都環境整備公社、2000）
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東京都 東京23区

• 東京23区は東京都の東部にある23の自治体で、日本の政治・行政・経
済の中枢機能が置かれている東京都の中心地域である。

• 東京モデルは、人口の集積と経済発展がもたらした数々のごみ問題の
克服の歴史を経て形成された、東京23区における都市ごみ処理システ
ムとその強みを体系的にまとめたものである。

• 東京モデルが示す都市ごみ処理システムの主体は、東京23区、東京二

十三区清掃一部事務組合（以下「清掃一組」という。）及び東京都、そし
て住民である。

東京モデルとは
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1. 東京都及び東京23区の紹介

2. 廃棄物処理の歴史

3. 東京モデルの強み

4. 東京モデルを活かした国際貢献
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1．東京都及び東京23区の紹介

出典: 1950年－2017年国勢調査、都民経済計算（東京都、2014）、内閣府県民経済計算（GDPの算定基準が数回改訂されており、本来直接接続すべきものではない。ここではGDPの推移イメージを示すものである。）

人口：約1,400万人（2017年）
（うち23区 930万人）

面積：2,191 ㎞2（うち23区 627 ㎞2）
経済規模：94兆9,021億円

（東京都、2014年）

世界でも類を見ない人口と経済活動
の急速な増加・成長が、東京モデルの
独自性を形成した。

人口密度と一人当たり地域GDPデータ出典

人口 地域GDP

東京 東京23区、2014年10月（東京都統計局） 東京都、2014年（内閣府 県内総生産）

ジャカルタ 2016年（Statistik Indonesia 2017) 同左

バンコク 2010年（Population and Housing Census）
2013年（Office of the National Economic and 
Social Development Board）

ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ 2016年（Department of Statistics Malaysia) 同左

ハノイ 2016年（General Statistics of Vietnam）
2016年（Hanoi Quarterly Knowledge Report 
by Colliers International Research）
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2．廃棄物処理の歴史

ごみ発生量・埋立量の推移とそれぞれの施策

出典: 「東京都清掃事業百年史」（東京都環境整備公社、2000）、清掃事業年報（2016）
※1  焼却の際に発生する熱エネルギーを回収・利用すること
※2  リサイクル率＝（資源ごみ量＋処理過程資源化量＋集団回収量）/（行政収集量＋持込量＋集団回収量）

主な埋立量
削減施策

主な
3R施策

1955年 資源集団回収開始

1989年 「TOKYO SLIM」による減量やリサイクル
1991年 粗大ごみ全面有料化
1996年 事業系ごみ全面有料化
1997年 資源の分別収集と店頭回収開始

2015年 焼却灰セメント
原料化
本格実施

2009年 資源化しない廃プラスチッ

クのサーマルリサイクル※1

本格実施
1950年代~ 清掃工場増設

P13

1973年 可燃/不燃の分別収集による焼却能力確保
1973年～1977年 清掃工場大規模化

1983年～1994年 清掃工場建替による焼却能力の向上P26

P10

P26 P16

リサイクル率※2

(2016)

約 18%

総排出量に対する埋立処
分量の割合(2016 )

約 11%

P26

2001年 焼却灰溶融スラグの利用促進等に関する方針を策定

1997年 可燃ごみ処理体制が整う
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東京23区のごみ処理とリサイクルの歴史

ごみ問題
の黎明期

（1900年-1955年）

 世界的なコレラ・ペスト大流行への公衆衛生対策
 都市化に伴うごみ量の急増

ステージ 課題

高度経済成長
ごみ問題顕在化

（1955年-1973年）

安定成長期
環境問題対応

（1973年-1985年）

ごみ量大幅増加
（1985年-1990年）

3Rの幕開け
（1990年～現在）

 社会・経済状況の劇的変化による
抜本的なごみ対策の必要性の高まり

 大量消費・廃棄/最終処分場ひっ迫
 高水分ごみの焼却対応
 東京ごみ戦争（1971）

 環境問題対応
 廃棄物の再利用や資源化の必要性の高まり

 ごみ量のさらなる急増
 ごみ質の多様化（PETボトルの誕生等）

 ダイオキシン類問題対応
 循環型社会構築の推進
 さらなる埋立量削減

対応策
 汚物掃除法制定（1900）により、ごみ処理が自治体の責務となり、ご

み収集請負制を導入して事業者を監理
 東京で最初の塵芥焼却場がしゅん工（大崎）（1924）
 市営塵芥処理工場がしゅん工（深川）（1929）
 清掃工場が4か所で稼働（1930）

 清掃法制定（1954）により都の条例や組織を整備
 国が廃棄物処理施設整備への補助金制度開始（1963）
 廃棄物の処理及び清掃に関する法律制定(1970)により条例も改訂さ

れ、事業系ごみの排出者責任や住民協力の重要性を明記
 収集・運搬の効率化
 焼却技術の開発と焼却処理の推進、清掃工場が9か所で稼働（1973）

 公害防止施設を備えた新鋭清掃工場の本格稼働
 焼却能力確保のため、可燃・不燃ごみの分別収集開始（1973）
 リサイクル運動や集団回収の推進
 説明会・協議会を通じた住民との徹底対話
 清掃工場が13か所で稼働（1985）

 「TOKYO SLIM」キャンペーンを開始、ごみの減量やリサイクルを呼
び掛け（1989）

 清掃工場が14か所で稼働（1990）
 廃棄物処理法改正（1991）により、廃棄物の減量化・再生（3R）を推進

 粗大ごみ全面有料化（1991）、事業系ごみ全面有料化(1996）
 発生抑制や再利用促進を強く打ち出した新条例制定（1992）
 ダイオキシン類対策として清掃工場の建替・更新・改造等実施
 行政による資源回収やペットボトルの店頭回収開始（1997）
 現在の21清掃工場体制が完成（2001）
 ガス化溶融炉・灰溶融施設等の整備推進（2002～2008）
 資源化しない廃プラスチックサーマルリサイクルの本格実施（2009）
 焼却灰セメント原料化を本格実施（2015）

出典: 「図で見る環境・循環型社会・生物多様性白書」（環境省、2011）、「東京都清掃事業百年史」（東京都環境整備公社、2000）、
「廃棄物焼却技術のわが国及び先進諸外国の取り組み分析及び途上国への適用可能性研究報告書」（JICA、2012）

2．廃棄物処理の歴史
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資源化

循環型ごみ処理システム

3．東京モデルの強み

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

住民・事業者

総排出量
3,291.0

（100%）

資源ごみ 348.2 （10.6%）

不燃ごみ 51.8 （1.6%）

粗大ごみ 57.9 （1.8%）

可燃ごみ 1,678.5 （51.0%） 焼却等中間処理 2,697.6 （82.0%） ⇒ 282 (8.6%)

 区の計画に従って、ごみを
適切に分別し排出する。

 納税によりシステムを財政
的に支える。

 事業者は原則として自ら処
理・処分する。

東京23区

 それぞれの区において、ご
みの収集を行い、ごみの種
別に対応した中間処理施設
へごみを運搬する。

 ごみの処理量等に応じた分
担金（税金）を負担する。

資源回収
(資源化)

41.0（1.2%）

清掃一組

 清掃工場21か所、不燃ごみ処理セン
ター2か所や粗大ごみ破砕処理施設等

を整備・運用し、ごみの減容化と資源化
を通じて最終処分量の最小化を図る。

 埋立処理費用を負担する。

東京都

 環境に配慮した最終
処分場を整備・運用
する。

埋立処分量
348.7

（10.6%）

実数は千トン/年（2016）

エネルギー回収

行
政
収
集

集団回収188.5 （5.7%）

破砕等中間処理 64.6 (2.0%)

持込みごみ等 966.1 （29.3%） 直接埋立 2.1 (0.1%)
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• 迅速で確実な収集

• 適切な収集により
海洋ごみゼロ

• 海洋汚染の
徹底防止

• 安全で衛生的な処理
• 熱エネルギーの有効利用
• 資源回収の徹底
• 環境影響の最小化

適正排出
（住民、事業者）

収集（23区） 中間処理（清掃一組） 最終処分（東京都）

• 説明責任
と透明性

のある廃
棄物行政

東京23区のごみ・資源の流れ ー SDGs※の視点から ー

家庭で

お店・会社で

町でも

それでも出た
ごみは…

ルールを守りきちんと分
別してごみの収集・資源
の回収に出します。

• 持続可能な生活様
式に向けた啓発

• 3Rの推進

再資源化・再商品化
（メーカー）

清掃工場
23区内に21か所あります。
（うち2清掃工場建替中）

不燃ごみ処理センター
23区内に2か所あります。

粗大ごみ破砕処理施設
23区内に1か所あります。

新海面処分場

3．東京モデルの強み

※2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」にて
記載された2016年から2030年までの国際目標。
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３Ｒの理念に基づいたごみ減量・リサイクルの主要施策

バブル景気以降のごみ減量・リサイクルの主要施策

1989年 「TOKYO SLIM」キャンペーンの開始
 マスメディアを使ったごみ減量・リサイクル推進
 都民、事業者、行政が参加する「東京ごみ会議」発足

 ごみの発生抑制と再利用の推進を目的とした事業所への立入
指導（ごみGメン）

1991年 粗大ごみ収集の全面有料化
 200kg以下の粗大ごみを対象に有料化

1996年 事業系ごみの全面有料化
 約56 万の事業所を対象に1日10kg以下の事業系ごみの全面

有料化

各々の役割と責任の分担を明記した「東京ルール」を提言
 週1回の行政による資源回収の設定（東京ルールⅠ）
 製造者等による容器等の自己回収の促進（東京ルールⅡ）

 急速に普及したペットボトルの店頭回収（東京ルールⅢ）

2000年 資源回収事業（古紙・びん・缶）の全面展開
 可燃ごみ収集を週3回から2回に減らし、新たに資源（古紙、び

ん、缶）収集日を週1回設定

1991年から1998年まで年1回開催さ
れた「東京ごみ会議」では、毎回数万
人規模の参加者を集め、清掃事業へ
の社会の関心を集めた。

出典: 「東京都清掃事業百年史」（東京都環境整備公社、2000）

行政による資源回収量

収集モデル事業
本格実施

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

事業者はごみ手数
料の事前納付を示
すシールを貼って
ごみを出すことに
なった。

3．東京モデルの強み
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徹底した対面コミュニケーションと次世代の排出者教育

排
出
者
へ
の
啓
発

新しい排出
ルールの

導入への対応

適正な排出
ルールの
普及活動

子どもの
環境意識の

醸成

次
世
代
へ
の
教
育

￭ 対面コミュニケーションを重視

- 町会・自治会などでの説明会

- 清掃事務所職員による各戸訪問 など

￭ 多様な啓発・教育ツール

- 多言語対応のリーフレットの配布

- 区の広報紙における清掃特集 など

￭ 住民への周知・徹底の体制作り

- 排出指導を行う「ふれあい指導班」を行政側に設置

- 住民のボランティア活動を基盤とした「廃棄物減量
等推進員」を設置

- 継続的PR活動（広報紙、集積所表示板など）

￭ 次世代の排出者教育を実施

- 清掃工場での見学受入れ（小中学生だけで平均し
て毎日約100人が見学）

- 学校への出張授業

- 中学生環境サミットを開催、環境やエネルギー問
題を扱う など

出典: 杉並区へのヒアリング結果、杉並区ウェブサイト、杉並区資料

長い歳月による啓発・教育を続け、住民の意識や習慣の形成に努めてきた。

杉並区では、廃プラスチックのサーマルリ
サイクルの説明会は年間83回実施、のべ
約3,500名の住民と対話

年度 小中学生 その他 合計

2015 41,123 17,580 58,703
2016 41,901 19,153 61,054

清掃工場等見学者数

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み
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多様な啓発ツールを用いた適正な分別・排出ルールの普及

出典:港区ごみ分別アプリ

携帯アプリ
分別リーフレット

（日本語・外国語）

出典: 杉並区ウェブサイト

分別・排出方法の説明 ごみ種別毎に排出日の通知

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み
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「集団回収」による住民主体の資源化の取り組み

 概ね10世帯以上の自主的な住民グループ

が、家庭から出る資源を回収し、資源回収業
者に引き渡す活動。

 1955年より都のモデル地区として「ごみ減量、
利用運動」を開始。

 各区は、回収量に応じた報奨金の支払い、資
源回収業者情報の提供、作業用具や機材の
支給または貸与などにより活動を支援。

集団回収による資源回収量は、23区全体の資源回収量の約35％を占めている。
また、家庭から排出されるごみ・資源排出総量の約8％に相当する(2016)。

・報奨金の給付 約6円/kg

・回収業者情報の提供
・用具・機材の支給・貸与

回収量の報告

・資源物回収の契約
・資源物引き渡し

実績の報告

住民
（実施団体）

区

自治体による支援策（例）
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トン/年 集団回収量の推移

出典:「東京都清掃事業百年史」（東京都環境整備公社、2000）、経済産業省 ごみイラスト素材集
（http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/data/illust/a.html）を加工して作成。

資源物
回収業者

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み
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１００％収集を確実にする各種施策

100%収集を支える収集・運搬の取組

効率的な収集作業 ふれあい収集計画立案

収集運搬作業計画策定

 ごみ量予測や排出ルール、人
口密度等のデータ及び現場の
状況をもとに、車両や人員の
配置、運搬ルート等を作業計
画にまとめて実施。

清掃車によるごみ圧縮

 約44万か所のごみ集積所か
ら、約1,500台以上の清掃車両
が収集。

 清掃車両の70%は、小回りがき
いて、かつごみの圧縮率が高い
小型プレス車。

 分別されていないごみ・収集で
きないごみに注意喚起のシール
を貼付し、正しい分別を促進。

ふれあい収集

 ごみ出しが困難な高齢者・障
害者の方向けに、個宅に訪問
し、収集を実施。

出典: 杉並区へのヒアリング結果、千代田区ウェブサイト

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み
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中心市街地における安全で安定的な焼却処理

豊島清掃工場

渋谷清掃工場

最終処分場
5km

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

焼却処理は、人口・経済活動ともに極めて集中し、最終処分場に限界がある東京23区において、
迅速にごみを処理し公衆衛生を保つ最適かつ効率的な方法である。

発生源近くで廃棄物を焼却処理

最終処分場への運搬量の最小化
交通渋滞の緩和
温室効果ガスの削減

費用効率性の向上
環境負荷の低減

21の清掃工場（2018年現在）

3．東京モデルの強み

清掃工場

不燃ごみ処理センター

粗大ごみ破砕処理施設
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ごみの種類と処理段階に応じた最適な資源化（行政収集）

出典: 経済産業省 ごみイラスト素材集(http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/data/illust/)を加工して作成

 熱エネルギーの有効利用
 焼却灰（約2万トン）をセメント原料

化・スラグ化して再利用清掃工場

家
庭
・小
規
模
事
業
者
な
ど
（行
政
収
集
）

 鉄・アルミニウムなど（約2万トン）を
回収して再利用

 不燃ごみ処理センターでは、破砕した不燃ご
みから鉄・アルミニウムを、粗大ごみ破砕処理
施設では、破砕した粗大ごみから鉄を資源と
して回収。

不燃ごみ
処理センター

粗大ごみ破砕
処理施設

メーカーの
リサイクルセンター

民間リサイクル
事業者

 再資源化・再製品化
 ペットボトルの再製品化
 ペットボトル由来の洋服
 再生紙
 アルミ缶 等

不燃ごみ

可燃ごみ

粗大ごみ

資源ごみ

348,175トン
16%

51,817トン
2%

57,901トン
3%

1,678,490トン
79%

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み

(2016年)

セメント原料化までの運搬の流れ

http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/data/illust/
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2020 2025 2030 2035 2040

A清掃工場

B清掃工場

C清掃工場

D清掃工場

出典: プラントメーカーに対するアンケート結果

住民コミュニケーションを重視した建替計画の策定

一般廃棄物処理基本計画

• 建替計画は、可燃ごみ全量焼却を安定的に実現するよう21の清掃工場の建替スケジュールを定める一般

廃棄物処理基本計画（15年計画）を基に策定される。

• 一般廃棄物処理基本計画は、パブリックコメントによる意見募集を行い、概ね５年ごとに改定している。

一般廃棄物処理基本計画

建替
計画

策定前

準備
期間

（5年間）

• 建替計画策定に先立って、近隣
住民に対する説明会を開催

• 建替事業に関する意見を募集

建替計画の策定
• 事前説明会開催

• 建替計画素案の住民説
明会と意見募集

• 計画決定

環境影響評価手続き

• 調査計画書に関する意見
募集

• 評価書案の住民説明会と
意見募集

• 評価書の提出

操業期間

準備期間

工事期間

基本計画段階から住民との
コミュニケーションを徹底す
ることにより、地域の意見が
十分に反映された建替計画
を策定している。

一般廃棄物処理基本計画

5年

5年

焼却
案件組成 入札 EPC O&M

財務
住民合意形成

3．東京モデルの強み

～～
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技術と価格の両面を評価する入札制度

総合評価落札方式

 厳格な環境配慮により環境汚染は少ない。
 適切なメンテナンスにより25～30年稼働可能。
 故障が少なく、メンテナンスコストも安い。

技術評価項目

 環境への配慮、耐久性の高さ、メンテナンスコスト
等についても技術点として評価することでプラントの
質を担保することができる。

 技術を評価する側には高度な知見が必要である。

入札価格 技術評価

特
徴

建
設
後

評
価
項
目

価格を抑えつつ
高技術を持った
業者を選定可能

清掃工場の建替に際し、総合評価落札方式で業者選定をしており、技術評価の高度な知見が蓄
積されている。

大項目 中項目 小項目

社会的要請
への対応に
関する項目

地域環境との調和項目

景観
緑化
見学者への配慮

環境負荷の低減及び地球
温暖化防止対策に関する
項目

排ガス量
使用電力量の削減対策
建築物温暖化対策
エネルギー起源 CO2 の排出量

プラント及び建築物の安全
性･安定性に関する項目

プラント事故・故障対策
ごみ質に対する定格能力可能範囲
主要設備の処理能力
建築物及び煙突の安全・保全計画

企業の技術
力に関する
項目

設計・施工に関する項目

施設配置計画及び設備配置計画
解体工事施工計画
建設工事施工計画

炉停止に至る故障に関する
項目

故障記録

企業の建設・アフターサー
ビス体制等に関する項目

建設体制
アフターサービス

総合的なコ
スト削減に
関する項目

用役収支
年間用役使用量
電力量収支

定期補修項目（６年間）
主要設備補修項目（１０年間）

焼却
案件組成 入札 EPC O&M

財務
住民合意形成

3．東京モデルの強み
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焼却
案件組成 入札 EPC O&M

財務
住民合意形成

EPC契約業者の施工監理及び住民への工事進捗情報の提供

清 掃 一 組

￭ 実施設計の策定
￭ 解体工事

￭ 建築工事

￭ 煙突工事
￭ プラント工事

￭ 外構・植栽工事

￭ 試運転

EPC契約業者

建替工事における環境保全
 騒音・振動防止

 解体工事においてドーム型
テント採用

住 民

入札評価結果
の公表と

情報提供

清掃一組による「建替工事だより」

契約内容の
履行確認 提案事項

の実行と

性能確保

工事サイトに設置さ
れた情報コーナー

3．東京モデルの強み

EPC：Engineering, Procurement and Constructionの略。設計・調達・建設のこと。
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安全かつ安定的な運転維持管理

ボイラ

ろ過式
集じん器

洗煙設備

汚水処理設備

触媒
反応塔

ごみの性状
を年4回分析

CO濃度を連続測定し、
100ppm（酸素12%換算）
以下を維持

燃焼ガス温度は連続測定
 800℃以上を維持
休止後などの運転開始時

は助燃装置により炉温を速
やかに上昇

休止前などの運転停止時
は助燃装置によりごみを完
全燃焼均一に混合し

たごみを定量
ずつ連続投入

排ガス温度を連続
測定

 200度以下を維持

排ガス中のば
いじんを分離・
除去

ばいじん、NOx、
SOx、塩化水素、
水銀を連続測定

ダイオキシン類を
年1回測定

焼
却
炉

バンカ

クレーン

プラットホーム

減温塔

焼却灰の熱しゃく減量は10%以下

焼却
案件組成 入札 EPC O&M

財務
住民合意形成

ガスの洗浄・冷却
水の飛散防止

年に一度、総合
的なオーバー
ホールを実施

煙道排ガスの
測定（ばいじ
ん、SOx、塩
化水素）

煙道排ガスの
測定（NOx）

3．東京モデルの強み
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 入札時にライフサイクルを通じたコスト縮減
技術を評価

 年に一度、すべての炉のオーバーホール
 稼働15年をめどに基幹設備重点工事

25-30年の運営期間を実現。稼働40年
を目標とした延命化工事も実施中。

長期的な安定稼働

 法が定める維持管理の基準や法に基づき
自ら設定した維持管理計画値に照らし、安
定的操業を実現

 国や東京都の規制値を上回る自己規制値
を設定し、公害防止を徹底

 清掃工場周辺の住環境保全のため、ごみ収
集車の搬入台数や経路をコントロール

徹底した維持管理と公害対策

維持管理の徹底と積極的な情報公開

焼却
案件組成 入札 EPC O&M

財務
住民合意形成

積極的な情報公開

環境測定結果
 排ガス、排水、主灰・飛灰の性状、清掃工

場周辺の大気環境、ダイオキシン類濃度
（排ガス、主灰、飛灰、排水等）など、すべ
ての測定値をウェブサイトに公開

連続測定結果
 燃焼室ガス温度、集じん器入り口ガス温

度、排ガス中CO濃度をウェブサイトに公開

環境報告書
 すべての清掃工場が毎年作成。運営方

針、処理プロセス、各種データ、見学者実
績などをまとめ、ウェブサイトで公開。

運営協議会
 清掃工場で定期的に開催。故障や事故も

含め、運転稼働の状況につき報告。

清掃工場だより
 すべての清掃工場で、ニュースレターを発

行し、ウェブサイトで公開

清掃工場では表示盤にてガス
状況をリアルタイム表示（世田
谷清掃工場）

3．東京モデルの強み
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バイオマス相当分の
電力買取

国・自治体・住民・電気事業者が支える財務システム

東京23区

清掃工場等
建設・建替

清掃工場等
運転・維持管理

国（環境省）

国（経済産業省
資源エネルギー庁）

一般廃棄物処理基本計画を基に、
施設整備に関し循環型社会形成推
進地域計画を策定し提出

費用対効果分析を提出

焼却
案件組成 入札 EPC O&M

財務
住民合意形成

 バイオマス発電施設としての設備認定申請
 バイオマス比率を算定する体制を整備

固定価格

買取制度
（FIT）

価格設定と買取の義務付け

電気事業者

交付金
（最大50%）

東京都

区内の収集ごみを処理
施設に搬入

最終処分場の整
備と運営

清掃工場の運転・維持管理（O＆M）費用内訳（2016年度)

住 民

可燃ごみの焼却処理

公衆衛生
の確立

再生可能エネ
ルギーの活用

分担金

納税 納税

埋立処理費用

3．東京モデルの強み

非バイオマス
相当分の電力
売却

27.5%

21.5%

9.9%8.2%

5.9%

5.3%

4.2%

3.2% 14.3%
定期点検補修・整備工事

人件費

清掃工場運転管理等業務委託

光熱水費

残灰等埋立処分委託

薬剤購入

焼却灰等運搬費

環境対策測定等

その他

処理単価

約12,000円/t

※灰溶融分（多摩川・葛飾清掃工場）を除く

清 掃 一 組
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地域住民の不安・不信・不満を解消する様々な対応策の実施

不安感

不信感

不満感

• 清掃工場は危険な施設と聞いているが、大丈夫か
• 排出される煙に有害な物質が含まれ、健康被害があ

るのではないか
• 車両交通量が増え、環境が悪くなるのではないか

• 清掃工場や自治体は何か不都合な情報を隠している
のではないか

• 政府や自治体は自分たちの知らないところで物事を
決定するために信用できない

• 清掃工場建設により周辺のイメージ悪化につながって
しまう

• 清掃工場が必要なのはわかったが、自分の近隣に立
地されるのは感情的に納得がいかない

主な住民の声 行っている対応

焼却
案件組成 入札 EPC O&M

財務
住民合意形成

3．東京モデルの強み

安心感の構築

・ 公害防止の取組
・ 徹底した情報公開

信頼の醸成

・ 説明会の実施
・ 協議会の設置

地域への配慮

・ 地域と調和した施設デザ
イン

・ 熱供給等により地域への
還元

あるべき姿

安心感
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学校、家庭など

電気
事業者

売却や地域還元による回収エネルギーの有効利用

近隣公共施設
売却

植物園やプール

施設内利用

熱供給
事業者

売却
高温水等

電気

無償または
有償

出典：清掃工場等作業年報（2016）

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み

発電実績（2016年度）

年間焼却ごみ量 270万トン

平均低位発熱量 11,223kJ/kg

総発電量 12億 206万 kWh

総売電量 6億8996万 kWh

発電効率（練馬清掃工場） 23％

売電収入額 98億 190万円

単位発電量 449 kWh/ごみトン

熱供給実績（2016年度）

熱供給量（有償） 41.5万GJ

売熱収入額 1億8582万円

有償供給先

地域熱供給（有明清掃工場、品川清掃工場）、
都立夢の島熱帯植物館、東京辰巳国際水泳場、
東京スポーツ文化館（新江東清掃工場）、
都立板橋特別支援学校（板橋清掃工場）
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高効率ごみ発電施設を可能とする技術の導入

出典：環境省「高効率ごみ発電施設整備マニュアル」

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み

エコノマイザ

減温塔に代えて低温エコノマイザを設
置することで、ダイオキシン類の再合
成を抑制しながら熱エネルギーを効率
的に回収することが可能となる。

低温エコノマイザ

ろ過式集じん器出口の排ガスの一部を燃焼室に戻し
燃焼空気として再利用する。低空気燃焼により排ガス
量を低減し、ボイラでの熱回収率の向上を図る。

排ガス再循環システム

ボイラの主蒸気条件を高圧化及
び高温化（4MPa,400℃）し、ター
ビン内部効率を大きく取ることで、
発電効率の向上を図る。

高温高圧ボイラ

ガス再加熱器
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焼却処理による埋立処分量の削減効果
焼却によるごみの減容効果

ご
み
の
容
積

-95%

焼却後焼却前

● 焼却により、ごみの容積を約95％カットできる

埋立処分量の推移

● 資源化の徹底と焼却による減量効果により、埋
立処分量は1989年時から85%減少

出典:「東京都清掃事業百年史」（東京都環境整備公社、2000）

埋
立
処
分
量
（ト
ン/

年
）

資源化しない廃プラスチックのサーマル
リサイクルの本格実施（2009～ ）
焼却灰セメント原料化本格実施（2015～）

資源回収等による資源化促進
及び可燃ごみ全量焼却にむけた

清掃工場整備（～1996）

1989年時から85%減

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み
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環境に配慮した海面での埋立処分の実施

￭ 海面に最終処分場を建設
- 内陸部での埋立地確保が

困難なことから、海面埋立
技術を主体的に確立

￭ 見学者を積極的に受入れ
- 子供から大人まで、対象者

に応じて所要時間の異なる
種々のコースを用意

- 誰もがいつでも参加でき、
海外からの見学者も多数

出典: 「東京都廃棄物埋立処分場案内パンフレット」（東京都環境局）、東京都ウェブサイト
「国土交通省における循環型社会形成の取組」（国土交通省、2000）

• 1927年から現在に至るまで、計7か所の海面

処分場にて、1億トンを埋立。

• 現在、最終処分場では、中間処理残さの他、

都内の中小事業者が排出する産業廃棄物の

埋立処分も行っている。

• 埋立量の減量化の結果、残余年数は50年以

上と言われている。

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

3．東京モデルの強み

￭ 環境に配慮した埋立を実施
- 浸出水処理等を適切に実

施し、海洋汚染を防止

- メタンガス回収を実施し温
室効果ガスを削減※

- 延命化にも努める
※ 2017年1月より休止
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埋立地
名称

使用期間
（年度）

面積
（ha）

跡地利用

① 8号地 1927-1962 36.4
公園、一般居住
地域、鉄道駅

② 14号地 1957-1966 45.0
公園、熱帯植物
館、野球場、清掃
工場

③ 15号地 1965-1974 71.2
工業地域、公園、
キャンプ場

④ 中央防波堤内側 1973-1986 78.0 海の森公園

⑤ 中央防波堤外側 1977-現在 199.0 埋立中

⑥ 羽田沖 1984-1991 12.4 空港

⑦ 新海面 1998-現在 319.0 埋立中

ごみ処理における埋立地の多様な跡地利用

最終処分焼却
分別・排出

収集・運搬

資源化

エネルギー回収

2020年東京オリンピックでは、埋立跡地において、アーチェリー、ク
ロスカントリー等各種競技が行われる。

3．東京モデルの強み

（資料提供：東京都港湾局） Ⓒ東京都
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公衆衛生の改善

諸外国のSDGs達成に向けた国際貢献

東京モデル

公衆衛生の維持 「持続可能な都市」実現の大前提

 経済の高度成長
 人口の集積
 ごみ量ごみ質の急激な変化
 用地の制約

背景

 ごみの減量とリサイクル
 住民との合意形成
 高度なごみ焼却発電技術
 徹底した環境配慮

適用戦略

東京モデルの技術・
知見の応用

諸外国のSDGs達成に向けた国際貢献

4．東京モデルを活かした国際貢献

住民啓発の促進

再生可能エネルギー
の利用促進

廃棄物管理による環
境影響の防止

廃棄物の減量や適正処
理による発生削減

海洋ごみによる影響の
防止

説明責任と透明性
ある廃棄物管理体
制の構築






